
大阪府環境審議会 揮発性有機化

合物・化学物質対策部会（第６回） 

 

資料１－２ 

平成１８年１１月１５日  

 

「揮発性有機化合物及び化学物質対策のあり方について（第一次報告）」に対する府民意見等の募集結果 
 

 

１ 募集期間  平成１８年１０月３日（火）～１１月２日（木） 

 

２ 提出件数  ８通（個人：３通、団体・グループ：５通） 

           ※ 内１通（３件）は「意見等の内容を公表しないこと」としているため、７通（５８件）について、意

見等の要旨と部会の考え方（案）を作成 

 

３ 意見等の分類別の件数 

  （１）全体的な事項に関すること ・・・・・・・  １件 

  （２）化学物質対策に関すること ・・・・・・・ ４０件 

  （３）揮発性有機化合物対策に関すること ・・・ １７件 

 

４ 意見等の要旨及び意見等に対する「大阪府環境審議会 揮発性有機化合物・化学物質対策部会」の考え方（案） 

  （１）全体的な事項に関すること ・・・・・・・ ｐ１～２ 

  （２）化学物質対策に関すること ・・・・・・・ ｐ３～２４ 

  （３）揮発性有機化合物対策に関すること ・・・ ｐ２５～３１ 

 





「揮発性有機化合物及び化学物質対策のあり方について（第一次報告）」に対する意見等の要旨 

及び意見等に対する大阪府環境審議会揮発性有機化合物・化学物質対策部会の考え方（案）
 

Ⅰ 全体的な事項に関すること 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

1-1 「大阪府化学物質適正管理指針」

は国に先行した施策としてその果た

した役割は大きい。一方その後、国

においては化管法及び改正大防法等

が順次整備され、化管法での指定化

学物質、改正大防法での有害大気汚

染物質の排出削減は着実に進んでい

る。また、改正大防法での VOC の排

出削減も法規制と自主取組により着

実な進展が期待できる。 

このような状況の中では、府の条

例・指針の役割は終えたと考えてよ

いのではないか。府は法の運用の徹

底を指導・支援すれば十分な削減成

果があげられると思います。 

個別には下記の意見を申し述べま

す。 

①法を補完しなければならないと

いう府の環境リスクが不明であ

 大阪府では、「大阪府生活環境の保全等に関する条例」（府条例）に基づき「大阪府

化学物質適正管理指針」（適正管理指針、平成７年５月施行）を制定し、事業者の自

主的取組を促進してきましたが、適正管理指針では、対象範囲が大気への排出抑制に

限定されていることや、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の

促進に関する法律」（化管法、排出量等の把握については平成１３年４月施行）にお

いて定められた指定化学物質と対象物質が異なることなど、化管法との整合を図るこ

とが必要でした。 

 一方、化管法や大気汚染防止法に基づく事業者の自主的取組には進展が見られるも

のの、次のような課題が残されています。 

・ 化管法に基づく「指定化学物質等取扱事業者が講ずべき第一種指定化学物質等及

び第二種指定化学物質等の管理に係る措置に関する指針」（法定指針）で定められ

た化学物質管理方針・管理計画を策定していない事業者が過半数あることが総務省

の勧告（平成１７年５月）において指摘されているように、事業者による自主的な

管理の改善の促進が不十分であること。 

・ ＰＲＴＲデータの精度向上が課題となっているが、届出数値の精度向上を図るた

めには、化学物質の取扱量等化管法の届出では不足する情報を収集し、活用する必

要があること。 

・ 改正大気汚染防止法（平成１８年４月１日施行）により揮発性有機化合物（ＶＯ

Ｃ）の排出量を削減するための事業者の自主的取組が進められているが、検証・評
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

る。 

②有害物質(慢性毒性)、有害物質

(急性毒性)、VOC(光化学オキシ

ダント物質)、生活環境への影響

物質等を一括りで管理するのは

手法的に無理があると思われ

る。 

③法に基づく自主取組は工業会ベ

ースで着実に進められており、

また企業の環境マネジメントの

充実も図られており、自主的な

取組での削減は進展するものと

思われる。 

価の仕組みを内在化させた府民の目に見える自主的取組とする必要があること。 

 これらの課題に適切に対応するためには、現行の化管法や大気汚染防止法だけでは

限界があり、化学物質管理の改善を促進するための仕組みを大阪府として構築するこ

とが必要であると考えます。 

 また、国の第三次環境基本計画（平成１８年４月）で定められた「化学物質の環境

リスク低減に向けた取組」の「重点的取組事項」の中で、「国及び地方公共団体」に

期待される役割として、「環境リスク低減のための制度の構築・運用への取組」があ

げられていることからも、大阪府が国の制度との適切な役割分担のもとに、条例や指

針によって、化学物質による府民の健康へのリスク及び生態系へのリスクの最小化を

図るべく、環境リスク低減のための制度を構築し運用していくことが必要であると考

えます。 

 なお、個別のご意見につきましては、№2-1、№2-16 及び№2-23 の意見等に対する

考え方を参照して下さい。 
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Ⅱ 化学物質対策に関すること 

１ 現状と課題 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-1 PRTR 法で指定化学物質の排出量の

削減は進展、大防法の有害大気汚染

物質の自主取組により有害大気汚染

物質の排出量の削減は進展。大防法

の VOC 対応(法規制と自主取組)によ

り VOC 排出量削減の進展が望める。

このような状況においてなぜ法の補

完が必要なのかが疑問である。府に

おける化学物質によるリスクレベル

の現状と必要な目標レベルを明示し

なければ補完の必要性の納得性が得

られない。 

 化管法や大気汚染防止法に基づく事業者の自主的取組には進展が見られるものの、

次のような課題が残されています。 

・ 化管法に基づく「指定化学物質等取扱事業者が講ずべき第一種指定化学物質等及

び第二種指定化学物質等の管理に係る措置に関する指針」（法定指針）で定められ

た化学物質管理方針・管理計画を策定していない事業者が過半数あることが総務省

の勧告（平成１７年５月）において指摘されているように、事業者による自主的な

管理の改善の促進が不十分であること。 

・ ＰＲＴＲデータの精度向上が課題となっているが、届出数値の精度向上を図るた

めには、化学物質の取扱量等化管法の届出では不足する情報を収集し、活用する必

要があること。 

・ 改正大気汚染防止法（平成１８年４月１日施行）により揮発性有機化合物（ＶＯ

Ｃ）の排出量を削減するための事業者の自主的取組が進められているが、検証・評

価の仕組みを内在化させた府民の目に見える自主的取組とする必要があること。 

 これらの課題に適切に対応するためには、現行の化管法や大気汚染防止法だけでは

限界があり、化学物質管理の改善を促進するための仕組みを大阪府として構築するこ

とが必要であると考えます。 

 なお、大阪府の新しい制度は、事業者の自主的取組による化学物質管理の改善を促

進するための仕組みを作るものであって、大阪府域のリスクレベルや化学物質排出削

減量の目標を示し、それを達成するために規制的手法を講じようとするものではあり

ません。ＰＲＴＲデータによると、大阪府域における第一種指定化学物質の排出量は

全国５位であり、可住面積当たりでは東京都に次いで全国２位であることから、化学

物質による府民の健康へのリスク及び生態系へのリスクの最小化を図るべく、環境リ
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

スク低減のための制度を構築し運用していくことが必要であると考えます。 

2-2 

 

化学物質対策については、化管法

施行 7年後の平成 19年 3月の施行状

況について検討を加えその結果に基

づいて必要な措置を講ずることにな

っており、国の「化学物質排出把握

管理促進法に関する懇談会」におい

て施行状況および今後の課題につい

て報告書がまとめられ、今後、更に

具体的な検討が進められることにな

っており、府独自の制度についても

国の検討状況を踏まえ法との整合を

取る必要がある。 

 化学物質による環境リスクを低減するための大阪府の新しい制度は、化管法との整

合を図り、化管法を補完するためのものです。今後、国において化管法の対象化学物

質や対象となる事業者（業種、裾切り）の見直しがなされたときには、大阪府の化学

物質管理制度についても連動して見直されるべきものと考えます。 

 

 

２ 現行の規制物質の見直し 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-3 化学物質の適正管理のために、規

制基準の遵守状況の把握のための記

録の保存を行わせるべきである。 

 ご指摘を踏まえて、今後、より確実に規制基準の遵守徹底を行うため、規制基準の

遵守状況を把握できる事項の記録・保存の義務付けについて検討します。 

2-4 私は病院でセッシなど使用された

物品の滅菌業務をしています。（昨年

から） 業務を通して知り得た事で

 エチレンオキシドに係る規制基準、対象施設等の規制内容については、病院を規制

対象とするかどうかを含めて、引き続き当部会において検討・審議を続け、とりまと

めたうえ、改めてパブリックコメントを実施することとしております。いただいたご
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

すが、滅菌の質を高めるためには確

実に洗浄することが求められます。

その洗浄剤のほとんどには合成界面

活性剤が入っています。この合成界

面活性剤の多くが酸化エチレンから

つくられています。そして、この界

面活性剤は濯いでも残存するといわ

れています。すると、界面活性剤が

残留したまま使用されることになり

ます。（界面活性作用がどの程度残っ

ているかが問題でしょうが。） 

合成界面活性剤は家庭用洗剤（食

器洗い・シャンプー・歯磨き粉 etc）・

化粧品・医薬品（消毒薬・内服薬・

座薬 etc）など幅広く用いられていま

す。消毒薬の中には含有している洗

浄剤の毒性を考慮して粘膜や創部に

使用しないとか、耳や眼に誤って入

らないよう首から上の術野消毒に用

いないように注意されているものも

あります。酸化エチレンガスからつ

くられる合成界面活性剤は環境にお

いても分解されにくく、中には分解

最終生成物として考えられる物質

意見につきましては、検討に際しての参考とさせていただきます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

が、有害性が疑われるニトロソ三酢

酸であるようなものもあるとききま

す。 

酸化エチレンガスの規制を合成界

面活性剤にまで広げることは大変な

ことと思いますが、広く使われてい

るからＯＫとか、石鹸として洗い流

すからＯＫと言えるのかと疑問に思

います。医薬品に使うなど考えられ

ないことです。 

難しいことはわかりませんが、身

体が弱った状態にある方を守るため

にせめて病院からだけでも規制をし

てほしいと願います。 

 

 

３ 化学物質適正管理のための新しい制度 

３－１ 制度の体系 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-5 ＰＲＴＲ法、大気汚染防止法（Ｖ

ＯＣ規制）、化学物質管理指針、届出

工場規制（炭化水素の総量規制）の

４つの法条例があり管理する化学物

質が同一の物については一元管理と

 化管法、大気汚染防止法、大阪府の化学物質管理制度及びＶＯＣ対策の関係を図示

すると次のようになります。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

し事業者の負担を軽減するよう報告

内容の見直しをすべき。 

【化学物質管理の改善の促進】 

 

 

 

 

 

【ＶＯＣの排出抑制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大阪府の化学物質管理制度は、化管法に基づく制度を補完するものであり、大阪府

のＶＯＣ排出抑制対策に基づいて自主的取組を推進し規制基準を遵守することは、大

気汚染防止法に基づくＶＯＣの排出量を削減することにつながるものです。同一物質

について事業者に二重の管理体制を求めるものではありません。 

 

 

（大阪府）（国） 

化学物質管理制度を活用 

（管理改善報告書等） 

届出施設規制（施設単体の基準）

届出工場規制（工場全体の基準）

府域の実態を踏
まえた規制 

取組の促進 大気汚染防止法 

・自主的取組手法

 

 

・規制的手法 

（シビルミニマ

ム） 

（国） （大阪府）

化管法を補完 大阪府の化学物質管理制度 

（新「化学物質適正管理指針」）

化管法 

（法定指針） 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-6 対象とする物質の選定根拠を明示

することが必要である。PRTR 指定化

学物質選定の根拠と同様のリスク評

価(有害性データと暴露データ)に基

づき選定することが必要である。 

 大阪府の独自選定物質（府条例の規制物質及び適正管理指針の管理物質）は、大阪

府公害対策審議会の答申（平成５年１２月）において、有害性の程度（発がん性及び

毒性の度合い）及びばく露の可能性の程度（大阪府域における使用実態）の両方を勘

案して選定したものであり、化管法に基づく指定化学物質の選定の考え方と基本的に

は同じです。 

 なお、対象化学物質については、有害性に関する科学的知見や大阪府域における取

扱状況に基づき、定期的に見直しを行う必要があり、その結果、適正管理の対象とす

る必要がなくなった場合は、対象物質から除外する等の対応が必要であると考えてお

ります。 

2-7 総花的に物質をあげるのではなく

重点物質を絞り込み、効果的・効率

的な取組を推進すべきである。 

 やみくもに対象化学物質を増やすことは、個々の物質に対する管理意識が弱くなる

ことにつながり、化学物質管理の効率を損なうことになります。今回の対象化学物質

の選定にあたっては、化学物質管理の目的との整合性を考慮して、取扱量・排出量等

の届出が必要な物質として、化管法の第一種指定化学物質のほか、発がん性・変異原

性・環境蓄積性を有する大阪府の独自選定物質及びＶＯＣに該当する物質を含めたも

のです。 

2-8 

 

是非を判断し是正させる権限を持

たない単なる届出制度では意味が無

いのではないか。届出制度を排出削

減にどのように活用するのかを示す

ことが必要である。 

 事業者による自主的取組が確実かつ効果的に進められるようにするため、行政の一

定の関与のもとに管理体制の整備及び管理の改善の促進を図ることが重要であると

考えております。そこで、新しい制度で定める枠組みの中で、事業者の自主性が尊重

される自主的取組を進めることが適当であると考えておりますが、あくまで自主的取

組である以上、事業者の創意工夫を活かした柔軟な取組を阻害することのないように

することが肝要であることから、届出された内容（管理目標、取扱量等）の是非を判

断し是正させる権限を行政に与えるものではないとしたものです。自主的取組手法

は、有害大気汚染物質の排出削減に実績のあった手法であり、化学物質の環境リスク

低減のためにもふさわしい手法ですが、第一次報告に示す届出制度を活用することに
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

よって環境リスク低減のための事業者の自主的取組に、公平性・透明性を与えること

ができます。また、管理改善報告書に目標と検証・評価の結果について記載すること

によって、自主的取組を促進する枠組みができるものと考えます。 

2-9 化管法での管理指針で事足りると

考えられる。 

 中小企業を含む事業者が、化学物質マネジメントシステムを構築しＰＤＣＡサイク

ルを回すことによる環境リスクの低減活動を継続的に行うためには、法定指針よりも

きめ細かな事項を盛り込んだ指針を作成し公表することが必要であると考えます。具

体的には、化学物質の有害性の程度及びばく露の可能性の度合いに基づくリスク評価

結果を参考とした優先度の設定など法定指針では定められていないことを指針に盛

り込むことによって、科学的なリスク評価に基づく化学物質管理の改善を促進するこ

とができるものと考えます。 

2-10 今回の条例の改正は化管法（ＰＲ

ＴＲ法）を補完するとあるが、取扱

量、排出・移動量の把握の内、非点

源（移動体、一般家庭）の集計を実

施しないと補完した事にはならな

い、府として非点源の集計をすべき。

 化管法では事業者による届出が義務付けられていない分野からの排出量を国が推

計することとなっており、国は、届出の対象とならない事業者や家庭・自動車などの

うち、推計するための信頼できる情報が得られた排出源について第一種指定化学物質

の排出量を推計して、届出排出量と併せて公表しております。大阪府の新しい制度に

おいて、取扱量・排出量等の届出対象となる大阪府の独自指定物質及びＶＯＣについ

て、届出対象外の排出量を大阪府が推計することについては、推計するための信頼で

きる情報の入手可能性を含めて検討すべきものと考えます。 

2-11 化学物質対策における課題として

①事業者の自主的取組をより一層促

進するための管理の仕組みの整備が

あげられ具体的には自主的取組を確

実に促進し、取組みの透明性・公平

性を確保するために、行政の一定の

関与のもと管理体制が整備されるこ

 大阪府の新しい制度は、事業者が自主的取組によって化学物質マネジメントシステ

ムを構築し、ＰＤＣＡサイクルを回すことによって環境リスク低減のための活動が継

続的に行われることを目指すものですが、事業者の対応可能性に配慮して小規模事業

所（従業員数５０人未満）については、管理体制報告書・管理改善報告書等の届出対

象とはしないこととしております。届出対象外の事業者に対しても、自主的取組が進

むよう啓発を行うことは重要ですが、すべての事業者を対象に、管理体制報告書・管

理改善報告書等の届出を義務付けることは、制度の実効性を考えると現実的ではない
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

とが必要である。とされているが本

報告においては、届出対象事業者の

みを対象に検討が進められているが

これらの事業者は一定のレベルの管

理が行われているものと思われる。

むしろ取組みの透明性・公平性とい

う観点では一般環境中への化学物質

排出量の約半数を占める届出外のも

のに対して検討を進めるべきであ

り、その方が大阪府としての制度の

実効性が表れるのではないか。 

と考えます。 

 また、事業者が、材料・部品の調達先を含む関係企業に対して、化学物質適正管理

に関する情報の提供等の支援を行うことは、小規模事業所を含む産業界全体で化学物

質管理の改善が促進されることに効果的であると考えます。 

2-12 届出に対する事業者の負担を軽減

させる集計マニュアルや削減対策マ

ニュアルやリスク評価方法のマニュ

アル化及び対策設備導入費用等、投

資に対する優遇措置（融資,非課税

等）が必要。 

 事業者の負担を軽減するため、「化学物質適正管理指針（仮称）の解説」や中小企

業向けの「化学物質適正管理ガイドブック（仮称）」を作成し公表するなど、届出書

作成にあたっての支援が必要であると考えます。また、処理施設の設置に対する助成

措置としては、大阪府中小企業公害防止資金特別融資制度の対象となる場合は、同制

度による低利融資の活用が可能です。 

2-13 大阪府は、他府県と比べ大気関係

条例が多く届出書類等作成時に多大

な時間を費やしています。その上更

に届出報告等を増加する事は作業負

担となり、負担を増加させるだけで

はなく減少させる事も考えるべきと

思う。 

 事業者の負担を軽減するため、「化学物質適正管理指針（仮称）の解説」や中小企

業向けの「化学物質適正管理ガイドブック（仮称）」を作成し公表するなど、届出書

作成にあたっての支援が必要であると考えます。また、既に府条例により義務付けら

れている届出等については、届出することによる環境保全効果と事業者の負担とにつ

いて現時点で検証したうえ必要に応じ適宜見直すべきであると考えます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-14 事業所としては、全てに対し人件

費・測定費・機材費等が必要となり

負担となっていますが、金銭負担等

についてどの様に考えているのでし

ょうか。極力負担が軽い形で考えて

もらえないでしょうか。弊社の他府

県の事業所に比べると非常に厳しい

です。 

 化学物質の環境リスク低減のために事業者が適正なコスト負担をすることは、ＣＳ

Ｒ（企業の社会的責任）の観点からも必要であると考えます。また、化学物質管理の

改善のために化学物質の使用の合理化（歩留まりの向上、代替物質の使用・代替技術

の導入、回収・再利用の促進等）を図ることは、コスト低減効果を生むこともあり、

化学物質マネジメントシステムを環境マネジメントシステムや労働安全衛生マネジ

メントシステムを統合することによってマネジメントコストの低減も可能です。な

お、自主的取組として化学物質管理の改善を行うことによって、目標を達成するため

の計画の策定にあたっては、費用対効果を十分に勘案したものとすることができると

いう長所があります。 

 

３－２ 適正管理の対象とする化学物質等 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-15 適正管理の対象とする化学物質

は、ＰＲＴＲ法第１種指定化学物質、

第二種指定化学物質、大気汚染防止

法のＶＯＣ（１００物質）、適正管理

指針の管理物質でいいのでしょう

か？ 

排出量の届出が必要な化学物質：

ＰＲＴＲ法第１種指定化学物質、Ｖ

ＯＣの総量 

これ以外のＰＲＴＲ第二種指定化

学物質および現適正管理指針の管理

物質で上記以外の物質はどのような

 適正管理の対象とする化学物質と管理の内容を整理すると次のようになります。 

①適正管理の対象とする化学物質（取扱量・排出量等の把握と届出の対象） 

〈該当する物質〉 

・化管法の第一種指定化学物質 

・大阪府の独自選定物質 

府条例の規制物質及び適正管理指針の管理物質のうち、発がん性・変異原

性・環境蓄積性を有する物質 

・大気汚染防止法のＶＯＣに該当する物質 

〈管理内容〉 

・取扱量及び排出量・移動量の把握と届出 

・排出量、移動量の増減理由等の届出 

・管理改善報告書の作成等による管理の改善の促進 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

管理をすればいいでしょうか？ ・緊急事態対処計画書の作成等による緊急事態発生時の環境リスク低減 

・飛散、漏洩等を伴う事故が発生した場合の汚染の拡大防止措置及び事故の再

発防止措置の実施 

②適正管理の対象とする化学物質（取扱量・排出量等の把握と届出は不要） 

〈該当する物質〉 

・化管法の第二種指定化学物質 

・大阪府の独自選定物質 

府条例の規制物質（２３物質）及び適正管理指針の管理物質（１２３物質）

のうち、発がん性・変異原性・環境蓄積性を有さない物質 

〈管理内容〉 

①に掲げる管理内容のうち、「取扱量及び排出量・移動量の把握と届出」「排出

量、移動量の増減理由等の届出」を除く内容 

 従って、化管法の第二種指定化学物質及び大阪府の独自選定物質のうち発がん性・

変異原性・環境蓄積性を有さない物質については、取扱量・排出量等の把握と届出は

不要ですが、通常時において管理の改善の促進を図るほか、緊急事態発生時に備えた

対策を講じることにより、環境リスクの低減に努める必要があります。 

2-16 有害物質(慢性毒性)、有害物質(急

性毒性)、VOC 規制対象物質、生活影

響物質等を一括して管理するのは手

法として無理があると思われる。国

においても未だそのようなレベルに

は至ってない。法が個別に制定され

ているのはそれなりの理由があると

思われる。 

 事業者による自主的な化学物質管理を基盤としつつ、特に環境リスクの高い物質や

施設に対しては個別法に基づき環境への排出等を規制するという枠組みが、化学物質

対策の基本となっております。大阪府の新しい化学物質管理制度は、事業者による化

学物質マネジメントシステムを構築しＰＤＣＡサイクルを回すことによる環境リス

ク低減活動の継続的な実施を目指すものであり、この手法は、適正管理の対象とする

化学物質が有する有害性の違い（慢性毒性、急性毒性、生活環境阻害性、二次生成物

質の有害性等）にかかわらず、化学物質管理の基本的な手法であると考えます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-17 MSDS の情報提供の義務規定を条例

で設定するのは無理がある。MSDS 制

度の運用の充実・強化は国として推

進すべきである。国や工業会が取組

んでいること(MSDS プラス等)に任せ

るべきである。 

2-18 対象化学物質が大幅に増加する

が、取扱量の算出の情報はＭＳＤＳ

によるためＰＲＴＲ法以外の化学物

質はＭＳＤＳに記載される保証はな

い、含有率も法規制で規制しなけれ

ば情報の入手は困難、従ってＰＲＴ

Ｒ以外は取扱量、排出・移動量の報

告は不可（カバー率,、精度に問題）

となるため、条例でＣＡＳ、含有率

のＭＳＤＳの記載の義務化が必要、

ＰＲＴＲ法の見直しにゆだねるな

ら、実施はその後とすべき。 

2-19 ＶＯＣ対策として化管法の枠組み

を利用した排出量等の届出の義務付

けが検討されているが、報告書にも

記載されているが制度を円滑に運用

するには対象化学物質のＭＳＤＳ制

度が必要不可欠である。しかし、Ｖ

 材料・部品や製品に含まれる化学物質の有害性情報をサプライチェーンを通じて共

有するための仕組み作りが、国及び業界団体において進められている状況を踏まえ、

大阪府の新しい制度の下で、取扱量・排出量等を把握する規定が施行されるまでに、

ＭＳＤＳ交付対象外物質の取扱量・排出量等を把握するための合理的で実行可能な方

法について、検討すべきものと考えます。 

 具体的には、対象化学物質を含有する製品を販売・譲渡する事業者に対して、少な

くとも一定の幅をもった含有率情報（例えば、１０～２０％、１０％以下等）を提供

するよう条例に責務規定を設けるとともに、そのような幅をもった含有率情報しか入

手できない場合の取扱量・排出量等の算出方法を統一的に定めておくことなどが考え

られます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

ＯＣについては、対象物質のほとん

どがＭＳＤＳの対象外であり、これ

らの物質について排出量等の届出を

義務付けることは、事業者に多大な

負担を強いることになるとともに不

確かな届出、さらにはそれらに基づ

く公表を行なうことは府民に誤解を

与えるとともに適切な制度の検証の

妨げとなることからＭＳＤＳ制度も

しくは相当の制度が確立された上で

導入を検討すべきである。 

2-20 化管法で対象事業者は第一種指定

化学物質の排出量は届出しており、

大防法では VOC は工業会自主取組と

して国に報告することになってい

る。府としては条例で届出を制度化

しなくても、これらのデータを有効

に利用すれば、排出量等の把握はで

きるはずである。 

 大気汚染防止法に基づくＶＯＣ対策のうち、自主的取組の一環として、業界団体が

作成した自主行動計画を国に提出して国の審議会で審議することが行われています

が、この自主行動計画は、大阪府域における排出量を区分して集計しているものでは

なく、業界団体に加盟していない事業者については把握できません。また、第一種指

定化学物質に該当しないＶＯＣの排出量も把握できません。そこで、大阪府における

ＶＯＣ対策の進行管理を適切に行うためには、化学物質管理制度の対象物質にＶＯＣ

を含めることによって、ＶＯＣの排出量を継続的に把握することが必要であると考え

ます。 

2-21 VOC がなぜ１種の表に入っている

のか？有害物質と非有害物質を一律

に管理するのは論理的ではないと思

われる。 

 対象化学物質の選定にあたっては、その物質自体は人の健康を損なうおそれや動植

物の生息・生育に支障を及ぼすおそれがなくても、光化学オキシダント及び浮遊粒子

状物質を生成することによって人の健康をそこなうおそれがある物質としてＶＯＣ

を含めましたが、化管法においても、オゾン層を破壊し、太陽紫外放射の地表に到達

する量を増加させることによって人の健康をそこなうおそれがある物質を指定化学
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

物質に含めております。 

パブリックコメント資料に添付した資料１は、新しい制度において適正管理の対象

とする化学物質等のリストをお示ししたものですが、この表においては、まず、化管

法の第一種指定化学物質を掲げており、表中でＶＯＣに該当するかどうかを明示した

ものです。ＶＯＣに該当することのみで対象化学物質となるものは、第一種指定化学

物質及び府の独自物質とは別に表に掲げております。 

 また、適正管理の対象とする化学物質については、当該物質そのものが有害性を有

する物質も二次生成物質が有害性を示す物質も、化学物質管理の基本的な手法が異な

るものではないと考えております。（№2-16 の意見等に対する考え方を参照して下さ

い。） 

2-22 算定方法は国等の「排出量等算定

マニュアル」を活用すべきである。 

 ご指摘のとおり排出量等の算出にあたっては、環境省・経済産業省が作成した「Ｐ

ＲＴＲ排出量等算出マニュアル」を活用するとともに、業界団体がマニュアルを作成

している場合には、そのマニュアルを活用するべきであると考えます。 

 

３－３ 新しい届出制度 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-23 ISO14001、エコアクション 21 等で

事業所の環境マネジメントは進展し

ており、届出制度で府の行政力を行

使しなくても事業者の管理レベルは

向上していくと思われる。 

 事業者による自主的な化学物質管理の改善の促進については、先進的な取組事例も

あるものの、全体としては不十分であると考えております。そこで、化学物質管理の

改善を促進するための仕組みを作って、事業者においてマネジメントシステムの構築

とＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善が行われることを確実なものとする必要が

あると考えます。（№2-1 の意見等に対する考え方を参照して下さい。） 

2-24 届出対象とすることによって期待

できる環境リスク低減効果に比べ事

 事業者による自主的取組が確実かつ効果的に進められるようにするため、行政の一

定の関与のもとに管理体制の整備及び管理の改善の促進を図ることが重要であると
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

業者の負担が相対的に過大となるこ

とのないよう配慮とあるが自主的取

組みであるにも係らず、削減計画、

リスク評価、目標設定、削減結果の

検証等を報告させるのは事業者に

過大な負担がかかるため、報告内容

の見直しをすべき。 

考えております。そこで、新しい制度で定める枠組みの中で、事業者による自主的取

組を進めるため、管理体制報告書・管理改善報告書等の届出を義務付けるものですが、

事業者の対応可能性に配慮して小規模事業所（従業員数５０人未満）については、管

理体制報告書・管理改善報告書等の届出対象とはしないこととしております。また、

自主的取組は、事業者の創意工夫を活かした柔軟な取組であることを旨とするもので

あり、管理体制報告書・管理改善報告書等の届出を義務付けることによって自主的取

組の本質が損なわれるものではないと考えます。（№2-1 及び№2-8 の意見等に対する

考え方を参照して下さい。） 

2-25 全ての対象事業者に管理改善報告

書の提出を義務付けているが、既に

適切な管理を行っており改善の余地

がほとんどない事業者に対しても一

律に毎年報告を義務づけることは、

事業者の負担増に対して、その効果

が疑問である。 

 化学物質管理の改善は、当初は順調に進んでも、やがて限界に近づき改善の余地が

なくなるというご指摘ですが、化学物質による環境リスクの低減は、排出量の削減の

みを意味するものではありませんので、視点を変えた取組みやマネジメントシステム

の改善を行うなど環境リスク低減活動を継続して実施することによってスパイラル

アップを図ることが可能です。 

2-26 対象化学物質の取扱量、使用目的、

削減方法、等の報告は企業の製造上

の機密に関する事項が多い、ＰＲＴ

Ｒ法懇談会でも取扱量の報告には慎

重である、又、条例では大阪府公文

書公開条例により報告内容は公開の

対象になるため企業秘密が守れな

い。企業秘密が守れる最低限な報告

内容にする必要あり。 

 届出書に係る情報公開については、事業者が届出書の提出にあたって情報開示の可

否について記入することとし、事業者が非開示を求めた情報については、大阪府情報

公開条例の定めるところにより、競争上の地位その他正当な利益を害すると認められ

ると判断される場合には、公開しないこととします。こうすることによって、生産技

術上のノウハウ等の企業秘密を守ることができるものと考えます。 

 また、その際には、国の第三次環境基本計画（平成１８年４月）で定められた「化

学物質の環境リスク低減に向けた取組」の「施策の基本的方向」の中で、「人の健康

と安全及び環境に関する情報は、秘密とはみなされないことに留意する」とされてい

ること及び「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（ＳＡＩＣＭ）」（平成
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-27 化学物質の用途や取扱量について

報告を義務づける内容となっている

が、これらについては企業秘密に該

当するものも少なくないが、これら

の届出を追加する必要性が明確にさ

れておらず事業者への企業秘密に対

する配慮や負担の増加などに比較し

て、それを上回る必要性を理解する

ことができない。 

１８年２月）の「ハイレベル宣言」の中で、「人の健康と安全及び環境に関する情報

は、秘密とはみなされないことを再確認する」とされていることに留意するべきであ

ると考えます。 

 なお、「化学物質の取扱目的（用途）」や「製造量、使用量その他の取扱量」を届出

事項とする理由については次のとおりです。 

○ 化学物質の取扱目的（用途） 

・ 取扱量とあわせて把握することによりＰＲＴＲデータの精度向上に有効である

ため。 

・ 化学物質管理に係る基本的な情報の一つであり、事業者に対し管理の改善につ

いて助言するうえで有効であるため。 

○ 製造量、使用量その他の取扱量 

・ 取扱量と排出量との関係（排出率等）を把握することにより、管理の改善の状

況を判断するのに有効であるため。 

・ 化管法等による排出量・移動量の届出データの精度向上に有効であるため。 

・ 潜在的排出可能性を把握することができ、化学物質のリスク管理に有効である

ため。 

2-28 ＶＯＣについてはＶＯＣ全体の取

扱量が１ｔ以上を対象の事業所とし

ているが、取扱量、排出・移動量は

化学物質毎に届出となると思われる

が,その場合報告対象取扱量の裾切

はＰＲＴＲ法に準ずること（場合に

よっては報告対象なしもありうる）

ＶＯＣ合計が１ｔ／年以上であって

 化管法の第一種指定化学物質（３５４物質）及び大阪府の独自選定物質のうち発が

ん性・変異原性・環境蓄積性を有する物質（３７物質）については、個々の物質の環

境リスクが問題となることから、物質ごとの取扱量が規定量（原則として年間１トン）

以上の場合に、物質ごとの取扱量・排出量等の届出が必要になります。 

 一方、ＶＯＣについては、ＶＯＣ総体としての排出量が問題になることから、ＶＯ

Ｃに該当する化学物質を合計した取扱量が年間１トン以上である場合に、ＶＯＣ総量

について取扱量・排出量等の届出が必要になります。 

 従って、ＶＯＣに該当する化学物質を合計した取扱量が年間１トン以上でＶＯＣ総
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

も個々のＶＯＣの取扱量が１ｔ／年

以下なら報告対象外と明記すべき。 

量について取扱量・排出量等の届出をする場合であって、化管法の第一種指定化学物

質（３５４物質）及び大阪府の独自選定物質のうち発がん性・変異原性・環境蓄積性

を有する物質（３７物質）のうちＶＯＣに該当する物質を取扱っている場合にあって

は、当該物質の個々の取扱量が規定量以上であるかどうかによって、個々の物質につ

いての届出が必要になるかどうかを判断します。 

 大阪府の新しい届出制度については、具体的事例を盛り込んだ届出の手引きを作成

するなど、制度の円滑な運用に努める必要があると考えます。 

2-29 ＶＯＣの内、有害性の高い物質は

ＰＲＴＲ法の対象物質に該当してい

るため、その他のＶＯＣを化学物質

ごとに捕らえる必要はあるか？大気

汚染防止法に準じＶＯＣ総使用量、

総排出量の報告のみにすべき。又届

出工場の規制ではＶＯＣの排出量の

報告を求めている事と矛盾がある。 

 ＶＯＣに該当する物質であっても、化管法の第一種指定化学物質（３５４物質）及

び大阪府の独自選定物質のうち発がん性・変異原性・環境蓄積性を有する物質（３７

物質）のいずれにも該当しない物質については、年間取扱量が１トン以上の場合にあ

っても、個々の物質ごとに取扱量・排出量等を把握し届出する必要はなく、ＶＯＣ総

量について取扱量・排出量等を把握し届出します。 

 従って、ＶＯＣについては、ご指摘のとおり、ＶＯＣ総量について取扱量・排出量

等の把握と届出を求めるものです。（№2-28 の意見等に対する考え方を参照して下さ

い。） 

2-30 取扱量を考慮すれば、医療業から

の排出が大きいと考えられるので、

大阪府条例では適正管理の対象事業

所とすべきである。化管法では大学

病院は高等教育機関として対象にな

っているが、医療業は届出対象業種

に該当していないので、大阪府条例

では上乗せ規制となるが、公平性の

観点から妥当であると考える。 

 大阪府の新しい化学物質管理制度は、国の制度（化管法）を補完するものと位置付

けられることから、対象事業者の業種及び裾切り（従業員数、年間取扱量）について

は、基本的には化管法との整合を取るべきであると考えます。ご指摘の医療業の追加

については、環境省においても「化学物質排出把握管理促進法に関する懇談会」の報

告書（平成１８年９月）の中で「追加する可能性について検討すべき業種」とされて

おり、今後、国において化管法の対象業種の見直しがなされたときには、大阪府の化

学物質管理制度の対象業種についても連動して見直されるべきものと考えます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-31 事業者の自主的取り組みによって

化学物質の排出削減を効果的に行う

ためには、管理体制報告書に、事業

者が毎年、排出量の削減の目標値を

設定し、排出量を把握、目標値の見

直しを図るというＰＤＣＡサイクル

の運用を遵守しているかどうかをチ

ェックすべきである。取扱量等報告

書では、排出量、移動量等の増減の

理由のみを記載するようになってい

るが、毎年の排出量の結果だけでな

く、ＰＤＣＡサイクルを運用した結

果、目標の見直しを行った結果の報

告として、翌年の削減目標値を報告

するようにするべきである。そうす

れば、事業者による削減努力がきち

んと実行されているかどうかの評価

が容易になる。 

 管理改善報告書については、毎年４月１日から６月３０日までの間の届出を義務化

することとしておりますが、管理改善報告書の中で「管理の改善に関する目標」及び

「評価結果に基づく見直しの内容」を記載することになります。従って、ご指摘の「目

標の見直しを行った結果としての翌年の削減目標」については、届出事項に含まれま

す。 

2-32 取扱量報告書の届出事項２）に、

「ただし、化管法に基づいて排出量

及び移動量を把握し届出する場合

は、府の制度による排出量及び移動

量の届出は適用しない。」という記載

があるが、３）の排出量・移動量の

 大阪府の新しい化学物質管理制度と化管法とは一体的に運用されることになりま

すが、化管法に基づいて排出量等を届出する事業者が、当該化学物質について、府の

届出制度による排出量等の届出を二重に行う必要はないものと考えます。ただし、排

出量等の増減の理由については、化管法による届出事項には含まれておりませんが、

管理の改善の状況を判断するのに有効であって届出漏れのチェック等ＰＲＴＲ制度

の実効性の確保にも有効ですので、化管法に基づいて排出量等を届出する場合にあっ
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増減等の理由の報告は、どうなるの

か。わかりにくい。化管法で届出た

内容を再度記載し、増減の理由を明

記するように義務付けたほうがよ

い。 

ても、大阪府の新しい制度において届出項目に含めております。 

2-33 取扱量、排出・移動量把握の方法

の届出を義務つけとあるが、一事業

所に化学物質の専門家がいるわけで

はないので、条例改正時に府として、

ＰＲＴＲ法以外の物質について取扱

量、排出・移動量算出マニュアルを

作成し事業者が算出出来る様にすべ

き 

 化管法に基づくＰＲＴＲデータの算出にあたっては、環境省・経済産業省が「ＰＲ

ＴＲ排出量等算出マニュアル」を作成しているほか、業界団体が業種別の排出量等算

出マニュアルを作成しており（平成１７年９月現在で作成されているマニュアルは５

９）、これらのマニュアルに示された考え方は、大阪府の独自選定物質やＶＯＣの排

出量等を算出する際の参考にすることができます。ただし、大阪府の独自選定物質や

ＶＯＣの排出量等を排出係数を用いて算出する場合など既存のマニュアルを参考に

できない場合もあることから、大阪府のホームページを活用するなどの方法で、取扱

量・排出量等の算出に必要な情報を提供するなどの支援が必要であると考えます。 

2-34 報告、届出をした資料内容は各企

業毎に収集されているが、それも莫

大な量であり、府でデータが有効活

用されているのか疑問。集められた

情報に対して大まかにでも成果等公

開されているのでしょうか。 

 届出された情報を有効に活用することは極めて重要であると考えており、大阪府の

新しい制度により届出された情報のうち、例えば取扱量等の届出データについては、

次に例を示すような活用方法があります。 

○ ＰＲＴＲデータの精度向上 

化学物質の取扱量、取扱目的（用途）及び排出量等の変動理由に関する情報を

排出量・移動量の届出値のチェックに活用 

○ 排出率の集計による化学物質管理の改善 

・ 取扱量に対する排出量の比率（排出率）の経年変化を把握することにより、

事業所による化学物質管理の改善の評価に活用 

・ 化学物質の種類別、業種別、用途別の排出率を公表することにより、事業者

が化学物質管理の改善状況の自己評価に活用 
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○ ＶＯＣ排出量の把握 

届出外の事業所の推計値と合わせてＶＯＣ排出量を推計し、ＶＯＣ削減対策の

進捗状況の評価に活用 

また、届出された情報は、府において取りまとめ、その結果を府民に分かりやすい

形で公表するべきであると考えます。 

2-35 届出によっては複雑な計算式が必

要ですが、エクセル等で計算式を入

れた物（有害君の様なデータ等）が

あると助かります。 

 事業者による排出量等の算出を支援するソフトウェアの開発・普及については、業

界団体において整備されるよう業界団体へ働きかけるべきであると考えます。大阪府

においても、大阪府のホームページを活用するなどの方法で、取扱量・排出量等の算

出に必要な情報を提供するなどの支援が必要であると考えます。 

2-36 届出報告書の記載内容等の増加に

ついて、事業者の負担を軽減するた

めに、化管法のＰＲＴＲ制度と同様

に、電子媒体による報告を促進する

など、事務の効率化も図るべきであ

る。 

 ご指摘を踏まえ、大阪府の新しい届出制度に基づく届出についても、化管法のＰＲ

ＴＲ制度の電子届出システムと同様のシステムを利用することができるように検討

すべきであると考えます。 

2-37 化学物質管理を適正に行うため

に、事業所の操業実態については、

消防法や大気汚染防止法、水質汚濁

防止法などの関連する規制法に関し

て、届出先が大阪府ではなく、政令

指定市（大阪市、堺市）、中核市（高

槻市、東大阪市）に事務が分かれて

おり、化学物質の適正管理の事務だ

けを大阪府が一括管理するは合理的

 地方分権の趣旨に鑑み、政令指定都市・中核市等については、大阪府の新しい化学

物質管理制度に基づく届出事務及び化管法に基づくＰＲＴＲの届出経由事務につい

て、知事の権限を市長に移譲することが望ましいと考えます。また、大阪府の新しい

化学物質管理制度と化管法とは一体的に運用されることが必要であり、双方の届出先

が異なることは事業者に混乱をもたらすことになります。そこで、ご指摘を踏まえて、

今後、関係市に対する権限移譲の働きかけが行われるべきであると考えます。 
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でない。規制対象事業者の取扱量の

把握、操業実態を立ち入り調査する

ためにも、大阪府と政令指定市、中

核市が分担して報告書等の取り扱い

事務を行うべきである。 

また、化管法では、事業者からの

届出事務は都道府県を経由すると定

められているが、大阪府を除く他の

都道府県では、政令市が届出事務を

委譲されて実施している。この動き

は工業が盛んな中核市にも広がって

いる。それに比較し、大阪府だけが

政令市や中核市の協力を得られてい

ないのは、化学物質管理政策に消極

的であるという印象を与えている。

今回大阪府条例で、先進的な化学物

質管理を行うのであれば、政令市や

中核市への事務分掌は不可欠だと考

える。 

 

３－４ 緊急事態発生時の措置 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-38 裾切無し、定義も無しでは何が緊

急事態なのか不明であり、事業者の

 化学物質に係る事故が発生したときには、化学物質の飛散・漏洩等による直接的な

環境汚染が懸念されることから、業種や事業規模を問わずに、事故報告書の対象とす
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困惑を招くことになる。 ることが適当であると考えますが、報告を要する事故の規模については、制度の統一

的な運用を図るため、可能な限り具体的に定めて公表すべきものと考えます。 

2-39 大防法等の個別法で規定されてい

る緊急事態発生時の対応と重複する

ことは避けることが必要である。 

 事故時における既存の制度は、大気（有害物質の漏洩等）や水質（油の流出）に特

化したものですので、包括的に化学物質による環境リスクを管理するという観点から

事故状況を把握し、汚染の拡散を防止するとともに、事故の再発防止を図るための制

度が必要であると考えます。 

 

３－５ 新「化学物質適正管理指針（仮称）」の骨子 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-40 管理の改善のための実施計画作成

について具体的目標設定の方策とし

て環境リスクの観点から「化学物質

の有害性」及び「曝露の可能性」に

基づくリスク評価を行いその結果を

参考として優先度を設定とあるが、

労働安全衛生法で施行されたリスク

評価方法も明確でない段階でリスク

評価は一事業者（中小企業）では対

応不可、化学物質ごとのハザードデ

ーターを府として公開しリスク評価

方法を明確にすべき。（ハザードーデ

ーター、危険有害性の高い物質から

優先など簡易的に） 

 化学物質管理の改善を促進するうえで、具体的目標を設定して取組むことが重要で

す。目標設定にあたっては、事業者が、取扱う化学物質のリスク評価を行い、その結

果に基づく優先度を勘案することが望ましく、このような考え方は、既に労働安全衛

生の分野では取り入れられております。 

また、リスク評価の実施手順やリスクの見積もり及びそれに応じた優先度の設定方

法については、「化学物質適正管理指針（仮称）」のほか「指針の解説」や「化学物質

適正管理ガイドブック（仮称）」において、具体例を含めてできるだけ詳細に記載す

ることが必要であると考えます。 

なお、多くの化学物質のハザードデータについては、現在、次に例を示すデーター

ベースから入手することが可能ですが、大阪府としてデータベースを整備することに

ついては、今後の課題として検討すべきものと考えます。 

・化学物質総合情報提供システム（CHRIP） 

［（独）製品評価技術基盤機構（NITE）］ 

・化学物質ハザードデータ集 

［（財）化学物質評価研究機構（CERI）］ 
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・化学物質データベース（WebKis-Plus） 

［（独）国立環境研究所］ 

・化学物質情報データベース 

［中央労働災害防止協会安全衛生情報センター］ 

・化学物質総合データベース（GINC） 

［厚生労働省］ 

・化学物質安全情報提供システム（Kis-net） 

［神奈川県］ 

・化学製品情報データベース 

［（社）日本化学工業協会］ 
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Ⅲ 揮発性有機化合物対策に関すること 

１ 現状と課題 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-1 ＶＯＣ排出量が３７％減になって

いるのになぜ光化学スモッグ等が改

善されていないのか。これでは何の

ためにＶＯＣ排出量を削減している

のかが問われる。ここでは「改善さ

れておらず」と言っているが、2の(1)

では「一定の効果があった」とあり、

矛盾している。 

光化学スモッグは、原因物質の排出量や濃度に加えて広域的な移流・拡散や気象条

件等が複雑に関係することから、注意報の発令回数の減少といった目に見える改善効

果としては現れていません。 

しかし、府域の経年変化や関東地方との比較をもとに改善状況を検討した結果は以

下のとおりであり、光化学スモッグ注意報の回数が増加するとともに、警報が発令さ

れるなど高濃度の光化学オキシダントが出現している関東地方と比較して、大阪府域

の光化学スモッグの発生状況は安定した状況にあります。 

① 近年、府域の発令状況が増加傾向に無く、光化学オキシダント濃度の最高濃度

も低めで推移している。 

② 府域の注意報発令時間帯が遅くなる傾向にある。また、平成 17 年度の発令時

間帯を見ると、大阪湾ブロックは地形的に類似した条件の南関東ブロックと比

べて遅い。 

その原因としてはこれまでのＶＯＣ対策と窒素酸化物対策の進展により、一定の効

果があったものと考えられます。 

 

 

２ 今後のＶＯＣ対策の方向 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-2 

 

「より一層の排出削減が必要であ

る」とあるが、ＶＯＣ排出量をどれ

だけ削減すれば光化学スモッグ等を

どれだけ改善できるのかのシミュレ

No.3-1 で示したように、過去の光化学スモッグの発生状況との比較から、今後、注

意報の発令時刻が遅くなることによる発令時間の減少を図るとともに、光化学オキシ

ダントの年間最高濃度の安定や低下を図り、その結果として発令回数の減少につなが

るようにするためには、より一層のＶＯＣの排出削減が必要であると考えられます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

ーションができていないのはおかし

い。これなくしてはＶＯＣ対策の必

要性は訴えられないし、目標設定も

できないはずである。国ではＶＯＣ

排出量の３０％削減で光化学オキシ

ダント等を大幅改善がきるとのシミ

ュレーション結果を根拠としてい

る。 

また、ＶＯＣは、光化学オキシダントの高濃度時に生成されるアルデヒド類やＰＡ

Ｎ（パーオキシアセチルナイトレート）などの刺激性物質の原因物質でもあることか

ら、これらによる健康影響の回避・低減の観点からも、引き続き、ＶＯＣの排出削減

を進める必要があると考えます。 

3-3 ここでは「府県単位では削減目標

の設定は困難」とあるが、P19の3-4

の3)では「削減目標量を示す必要が

ある」とあり、矛盾している。 

光化学オキシダントの高濃度の発生抑制や光化学スモッグ注意報の発令回数の低

減につながる削減目標を府県単位で定量的に設定することは、ＶＯＣ排出量と光化学

オキシダント濃度との関係が定量的に把握されていないことに加え、広域的な移流・

拡散や気象条件が複雑に関係するため困難です。 

一方、ＶＯＣの排出削減にあたっては、事業者による自主的取組の促進や排出量等

の把握が重要であると考えます。このような取組を進めるためには、「化学物質適正

管理制度」を活用することが適当であり、事業者がＶＯＣ排出抑制を具体的に進めて

いくための目安として、大阪府は、削減目標量を示す必要があると考えます。 

3-4 「現行の条例規制を継続しなが

ら」とあるが、国の法律が整備され、

工業会等による自主的取組の進展で

着実に排出量等の削減が進んでお

り、更に企業の環境マネジメント力

も向上し、今後も着実に進展が期待

される状況において、条例での追加

施策は必要無いのではないか。当面

大気汚染防止法では、大規模な施設を対象とした法規制と事業者による自主的取組

を組み合わせたＶＯＣ対策が導入され、このうち、自主的取組については、環境省や

経済産業省の指針等に従い、業界団体等による自主行動計画等の策定などが行われて

いますが、業界団体に属さない企業や中小企業に対しても、取組を浸透させることが

課題となっています。 

大阪府では、従来から、条例に基づく炭化水素規制と要綱に基づく自主的取組を組

み合わせたＶＯＣ対策により排出削減を進めてきていますが、法の自主的取組の対象

となる発生源のうち、工場等に設置される主要なＶＯＣ発生施設で一定規模以上のも
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

は進捗を見て、その結果が不十分で

あれば補完を考えればよいと思う。 

 

3-5 大気汚染防止法が改正され平成 18

年 4 月から全面施行されたばかりで

あり、その施行状況を踏まえ、大防

法による対策の効果を見極めた上で

必要な措置を検討すべきであり、こ

の状況を見極めた上で慎重に制度設

計を行い、拙速な制度導入は、事業

者に混乱をもたらし無用な負担増と

なることから反対である。 

のは既に条例の規制対象となっているとともに、事業者が行うＶＯＣの排出抑制手法

（原材料対策、工程管理、施設改善、排ガス処理装置）も条例の設備構造基準や原料

使用基準と概ね同じものであると考えられます。 

また、条例のＶＯＣに係る届出施設を有する事業所が約２，２００ヶ所であるのに

対し、大防法対象の事業所は４０ヶ所であり、今後、ＶＯＣのより一層の排出削減を

進めるためには、現行の条例規制は課題を改善し、その徹底を図ることが必要である

と考えます。 

 

 

３ 新たなＶＯＣ対策 

３－１ ＶＯＣを排出する施設の規制(届出施設規制) 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-6 届出施設や届出工場に対する規制

措置は不要ではないか。府は法の運

用の徹底を指導・支援すれば、この

ような規制措置をとらなくても十分

な成果があげられるものと思いま

す。 

規制の必要性については、No.3-4、3-5 に対する意見等に関する考え方を参照して

下さい。 
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３－２ 大規模塗装工場の規制(届出工場規制) 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-7 工場の複数ラインから排出するＶ

ＯＣ排ガスをひとつの排ガス処理装

置に集めて処理している場合には、

ラインごとのＶＯＣの排出量は求め

ることはできない。 

ご指摘のようなケースについては、複数のラインをまとめた排出量について把握す

ることが適当であると考えますので、該当部分を一部修正します。 

3-8 届出工場として以前からＶＯＣを

使用しない水系の塗布施設も届出し

ているが、この場合届出は不要では

ないか？ 

届出工場においては、ＶＯＣの排出が少ない塗装施設は、工場全体の排出抑制対策

の一つとして位置付けることができることから、他の塗装施設と併せて届出を義務付

けています。 

なお、水系塗料でも、その多くは、イソプロピルアルコールなどの水溶性の有機溶

剤（ＶＯＣ）を使用しているため、届出が必要と考えます。 

3-9 

 

届出には膜厚、塗布面積といった

製品仕様に係る情報が要求されるが

非常に労力の掛かる業務になる。Ｖ

ＯＣ規制の主旨からは大気排出され

るＶＯＣが問題であり、排ガス濃度

及び必要に応じ作業環境中のＶＯＣ

濃度を測定することにより全体像は

把握可能。塗布状況は原則不要だと

考えます。 

届出工場については、塗膜の厚さや面積などから算出される塗膜の乾燥後の量を指

標として、これに基づくＶＯＣの総排出量が規制基準となっています。これは、単位

塗膜生産量あたりのＶＯＣ排出量（原単位）を指標としたものであり、排出量が大き

い大規模な塗装工場においては、合理的な指標であると考えます。 

届出工場における規制基準の遵守状況等の把握・確認については、排ガス濃度の測

定などの簡易な指標を用いて行うことが適当であると考えます。 

3-10 規準や記録方法など上乗せが厳し

い。例えばＶＯＣ排出量算出月１回

等算出や、元が規制値以下の排出量

であっても処理効率を出さなければ

届出工場の規制基準は、工場全体からのＶＯＣ総排出量に対する許容限度ですが、

現在は、排出量の把握及びその記録・保存を制度化していないため、基準が遵守され

ているかどうかを十分に確認することができない状況です。今回の見直しにおいて、

ＶＯＣ排出量の把握及び記録・保存を義務付けることにより、ＶＯＣのより一層の排
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いけない等合理的ではない。 出抑制につなげることが適当であると考えます。 

 

３－３ 工場・事業場以外の発生源の対策 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-11 化管法の届出対象業種から外れて

いる建築業も、高層ビルのような大

規模建築現場は工期が１年以上もか

かるところもあり、固定発生源と言

える場合もある。そういう観点から

元請の建築現場を対象に建築業も規

制対象業種に追加すべきである。 

建築現場塗装は屋外での作業であり、低ＶＯＣ塗料の使用が重要な対策ですが、塗

装の目的、用途や作業の条件等によっては低ＶＯＣ塗料の使用が困難な場合があり、

一律の規制になじみにくいと考えます。 

しかし、建築塗装現場からのＶＯＣの排出が多いことから、建築現場等における低

ＶＯＣ塗料の使用については、業界団体への働きかけや公共工事での使用を働きかけ

るなどの措置が適当であると考えます。 

 

３－４ 「化学物質適正管理制度」を活用した自主取組の促進 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-12 ＶＯＣの対象物質については、工

業会毎に重点取組物質を設定して自

主取組を推進しているため、府独自

の制度による対象物質の設定は必要

ないのではないか。 

大阪府域のＶＯＣの排出量については、新たな「化学物質適正管理制度」を活用す

ることにより把握することが適当であると考えますが、ＶＯＣについては対象物質が

個々の物質毎ではなくＶＯＣ総量として捉える必要があることから、ガソリン等の混

合物やシンナー等の有機溶剤についても把握の対象とすることが適当であると考え

ます。 

3-13 ＶＯＣの排出量等の把握の方法に

関して、ＶＯＣ測定法は法で定めら

れている。また、化管法対応の排出

量等算定マニュアル等も活用できる

ＶＯＣ排出量については、物質の種類等により、効率的に把握する必要があると考

えます。排出量の算定にあたっては、大防法に基づく測定方法や「ＰＲＴＲ排出量算

定マニュアル」を参考に、ＶＯＣ総量として把握できる算出方法を採用することが適

当と考えます。 
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ため、府独自の算出方法は必要ない

のではないか。 

3-14 ＶＯＣ削減目標量は、大防法で３

０％の削減目標が示されている。産

業界は既にこれに基づき活動を開始

しているため、府独自の削減目標の

設定は必要ないのではないか。 

国は、平成１２年度から平成２２年度までに３割程度のＶＯＣ削減を目標としてお

りますが、大阪府域においては、条例により平成６年度から国に先駆けてＶＯＣ対策

が行われてきています。 

このような状況において、「化学物質適正管理制度」を活用した事業者によるＶＯ

Ｃ削減の自主的取組を進めていくためには、その目安として、これまでの対策を考慮

したＶＯＣ削減目標量を示すことが適当であると考えます。 

なお、個々の事業者がその対策状況に応じて、国が示した３割又はそれ以上の削減

目標を設定しＶＯＣの排出削減に取り組むことは有意義であり、望ましいことと考え

ます。 

 

３－５ 大気汚染緊急時措置 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-15 大防法で緊急事態発生時の対応は

規定されている。ＶＯＣに係る緊急

時対応もこの規定でカバーされる。 

大気汚染防止法における大気汚染緊急時措置については、注意報及び重大緊急警報

について規定がされています。大阪府では、条例において予報及び警報の発令に関す

る規定をしており、ＶＯＣについても予報及び警報発令時の排出削減について、協力

要請が必要であると考えます。 

 
４ ＶＯＣ対策の進行管理等 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-16 排出量の把握による進行管理につ

いて、国に届出しているＰＲＴＲデ

ＶＯＣ排出量については、大阪府では、従来はアンケート調査からの拡大推計や溶

剤販売量などを用いたマクロ推計で必要に応じて把握してきましたが、継続的な把握
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ータではＶＯＣをカバーし切れてい

ないので別途ＶＯＣの排出量の把握

は必要であるが、ＶＯＣの排出量は

工業会の自主行動計画で国に報告す

るのでこのデータで把握できること

になるはずである。 

ができていません。また、今後、工業会等により地域での取りまとめが予定されてい

ますが、都道府県単位での集計公表がされないことから、新たな化学物質適正管理制

度を活用することにより大阪府域のＶＯＣ排出量を継続的に把握し、対策の進行管理

を行うことが必要であると考えます。 

3-17 モニタリング結果による対策効果

の評価については、国としてのモニ

タリングで対応できるはずである。 

国が公表している大気環境のモニタリング結果は、大防法に基づき都道府県及び同

法の政令市が実施したモニタリング結果を集約したものです。光化学スモッグ注意報

の発令状況（発令回数、発令時刻等）の他、光化学オキシダントの高濃度の発生状況

（出現時間帯、継続時間等）について、大阪府域のモニタリングデータを精査するこ

とにより、府域の対策効果の評価手法を検討し、光化学オキシダントの推移を評価す

る必要があると考えます。 
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